
注 記 表
平成 24年 4月 1日から
平成 25年 3月 31日まで

重要重要重要重要なななな会計方針会計方針会計方針会計方針にににに係係係係るるるる事項事項事項事項にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

１．資産の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………移動平均法による原価法

（２）棚卸資産……………………………総平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産（リース資産を除く）

建 物……………………定額法
その他の有形固定資産……………………定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

３．重要な引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度末ま
でに発生していると認められる額を計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。

過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（７年）により定額償却しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（１２年）により、発生の翌事業年度より定額償却しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。



（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総
額（千円）

１株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日

平成24年6月11日
定時株主総会

普通
株式

33,448 226 平成24年3月31日 平成24年6月12日

計 33,448

　　　

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 5,471,641千円

２．有形固定資産の減損損失累計額 518,087千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 3,215,360千円
短期金銭債務 4,111,898千円

損益計算書損益計算書損益計算書損益計算書にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

関係会社との取引高
営業取引の取引高

売上高 23,138,911千円
仕入高 3,178,925千円
営業経費 2,792,109千円

営業取引以外の取引高 12,040千円

株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

１．発行済株式の種類及び総数
普通株式 148,000株

２．配当に関する事項

税効果会計税効果会計税効果会計税効果会計にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、土地建物減損処理、賞与引当金、
退職給付引当金の否認等であります。



　 [単位：千円]
場所 種類 金額

三重県津市
土地、建物
及び構築物

400,847

三重県松阪市 土地 117,240

用途

事業用資産

事業用資産

リースリースリースリースによりによりによりにより使用使用使用使用するするするする固定資産固定資産固定資産固定資産にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している設備（実装機
ほか）があります。

１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

１．１株当たり純資産額 22,680円86銭
２．１株当たり当期純利益（△） △2,529円09銭

減損損失減損損失減損損失減損損失にににに関関関関するするするする注記注記注記注記

（１）減損損失を認識した資産グループの概要

（２）減損損失の認識に至った経緯

遊休資産（土地、建物、構築物）につき、回収可能価額が帳簿価格を下回る為、

帳簿価格を回収可能価額まで減額しております。

（３）資産のグルーピングの方法

全体を一つとしてグルーピングをしております。
また重要な遊休資産は個別の資産グループを構成することとしております。

（４）回収可能価額の算定方法

当該資産の回収可能価額は正味売却価格を適用しており、第三者による査定価格から
土地調査及び建物除却費用等を減額して算出しております。

そのそのそのその他他他他のののの注記注記注記注記

特にありません


